（様式第４号）
補助事業計画書
（10ページ以内で作成して下さい）

商号（会社名）：　　　　　　　　　　　
１．申請事業の内容
	（１）事業内容
	

	（２）現状分析
（例：ＳＷＯＴ分析など）
	



２．デジタル化に向けた事業計画
	（１）自社におけるデジタル
化の取り組み状況
	

	（２）自社の課題
	

	（３）デジタルを活用して取り組みたい具体的な内容
	（取り組む内容について、将来の展望も含め記載して下さい）





	（４）導入予定ソフトウェア・設備等
	導入設備名
	内容説明・効果

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	（５）課題に対する効果
	



３．実施体制
	（１）実施スケジュール
	






	（２）デジタル化推進に対する社内体制について
	









４. 補助事業に要する経費の内訳
（１）補助事業経費明細表
　　「様式第４号別紙」1の（１）へ記入

（２）補助金交付申請希望額
　　「様式第４号別紙」1の（２）へ記入

（３）補助事業に係る資金計画
	調達の方法
	金額

	自己資金
	

	金融機関からの借入金
（調達先：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	その他（補助事業等の収入、他事業の売上金等）
（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	補助金交付希望額
（(様式第4号別紙)の補助金交付申請額と一致。補助金は補助事業実施期間終了後に検査を経てお支払する形となりますので、補助金支払いまでの間、申請者ご自身で補助金交付希望額相当額を手当していただく必要があります。その手当方法について、下表《補助金交付希望額相当額の手当方法》に記載してください。）
	

	合計※（様式第４号別紙）のＢの金額（総事業費の税込金額）と一致
	




《補助金交付希望額相当額の手当方法》
	方法
	金額

	自己資金
	

	金融機関からの借入金
（調達先：　　　　　　　　　）
	

	その他
（調達先：　　　　　　　　　）
	

	合計額　※(様式第4号別紙)の補助金交付申請額と一致
	



５．財務状況・成果目標
（１）財務状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	１期前
（　/ 月期）
	基準年度※1
（　/ 月期）
	備考

	売上高
	
	
	

	①営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	純利益
	
	
	

	自己資本
	
	
	

	②人件費
	
	
	

	③減価償却費
	
	
	

	④従業員数
	
	
	

	労働生産性※2
	
	
	


※1直近決算期が交付申請締切日より6か月を超える場合は今期決算見込みを、6か月以内の場合は直近決算の実績を入力して下さい。
※2労働生産性の計算
	（①営業利益＋②人件費＋③減価償却費）

	労働投入量（④従業員数）



（２）今後のデジタル化に向けた取り組み予定
	区分
	１年後※
（　/ 月期）
	２年後
（　/ 月期）
	３年後
（　/ 月期）

	単年度の目標
(解決したい課題)
	


	


	



	課題解決のための対策、取組の内容
	


	


	



	導入設備
	


	


	



	投資額概算
（千円）
	
	
	


※（1）における基準年度の翌決算期

（３）成果目標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	１年後
（　/ 月期）
	２年後
（　/ 月期）
	３年後
（　/ 月期）

	売上高
	
	
	

	①営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	純利益
	
	
	

	自己資本
	
	
	

	②人件費
	
	
	

	③減価償却費
	
	
	

	④従業員数
	
	
	

	労働生産性
	
	
	


（本事業ならびに今後のデジタル化に向けた取り組み予定を踏まえ記載して下さい）
	＜導入設備の効果＞
※上記成果目標における、（２）で記載したデジタル化の効果について記載して下さい












（４）賃上げ計画又は新たな雇用計画
　賃上げ枠で申請する場合は「様式第４号別紙」２を記入

６．その他
	（当該補助事業において、環境への配慮やSDGsの推進に関する取り組みがあれば記載してください）
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